
1

自己評価書作成に当たっての
留意点について

平成25年6月

大学評価・学位授与機構

自己評価担当者研修会
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一般的留意事項
（ “認証／選択”評価共通）

（資料３） 『大学機関別認証評価：自己評価実施要項』
（資料８） 『大学機関別選択評価：自己評価実施要項』
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自己評価書の公開

○提出して頂く自己評価書は、評価終了後、

評価結果と共に、大学評価・学位授与機構

のHPにおいて、原文のまま公開します。
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自己評価書だけで分かるように

○当事者以外は別添資料を参照することは困

難ですから、自己評価書だけで大学の状況

の概略が分かるように記述して下さい。
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観点ごとの記述（１）

○【観点に係る状況】には客観的事実のみを記述し、

○【分析結果とその根拠理由】で上述の事実に基づい

て自己評価する。

●大学が当然に実施している事柄に関する記述は出

来るだけ簡略（あるいは省略）にして、貴学の特色

が明確になるように記述して下さい。
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記述・分析は資料・データを基に
具体的に！

○具体的でない記述の例：

― 学生による授業評価の結果を踏まえて、授業改善を実施し

ている。

― 評価結果を改善に活かしている。

― 活発に活動している。

― 多くの成果を上げている。

― 高く評価されている。

― 学生の満足度が高い。
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具体的でない記述に対しては・・・

○具体的な説明（又は、資料の追加提出）を求める

二度手間

又は

○評価対象としない 折角書いたのに・・・
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記述はありのままを！

○実状をありのままに記述して下さい 評価者

(Peer) 状況が目に浮かぶ 評価し易い

○「創作（？）」を含む記述 評価者(Peer)
状況が目に浮かばない・訪問調査で実状が

分かる 自己点検・評価能力の欠如と判

断！
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観点ごとの記述（２）
－『自己評価実施要項』別紙２－

○【関係法令等】（主要なものは、各観点に記載）を踏まえて分

析してください。

○【留意点】をよくお読みの上、分析してください。

― 「●（クロマル）留意点」：当該観点では分析せずに、指定された観点

で分析。

― 「大学院を有する場合には同様に～」など漏れないように。

○【根拠となる資料・データ等】

― 〔提出必須〕とあるものは、必ず提出。

○『Q&A』も、必要に応じて、参照してください。
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「優れた点」
（参考： 『大学機関別認証評価：評価実施手引書』p.8）

○大学の目的・目標に照らして、優れていると判断される

もの

○大学の目的に照らして、特色ある、又は個性ある取組で

あり、成果が上がっていると判断されるもの

○教育研究活動等の改善に向けて先進的な取組であり、

成果が上がっていると判断されるもの

○大学一般に期待される水準から見て、優れていると判断

されるもの



11

○法令違反の状態であり、可及的速やかに改善すべきと判断
されるもの

○法令違反の状態ではないが、速やかに改善が必要と判断さ
れるもの

○大学の目的に照らして、改善が必要と判断されるもの

○大学一般に期待される水準から見て、改善が必要と判断さ
れるもの

※『自己評価書』においては（、一定の水準に達してはいるもの
の、）更なる向上・改善に向けて取り組んでいるものも記載

→「優れた点」、「改善を要する点」は“積極的

に”記述して下さい。

「改善を要する点」
（参考： 『大学機関別認証評価：評価実施手引書』p.8）
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「優れた点」「改善を要する点」

○「優れた点」「改善を要する点」を記述する場

合には、その内容を必ず「観点ごとの分析」の

中に記述して下さい。
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資料の引用
例：

・本学の目的は、学則（資料1-1-1-A）において、「・・・・・・・・・・」と定めている。

・本学の目的は、『小平大学概要』（別添資料10-1-1-1、p.5）、小平大学

ウェブサイト（別添資料10-1-1-2、 http://www.kodaira_u.ac.jp/gaiyou/）、

及び『学生便覧』（別添資料10-1-1-3、p.12）等に記載し、公表．．．している。

○規則等の資料は概要がわかる部分を本文に貼り付け。

全体版は、必要に応じて別添資料で。

本学の目的は、学術の中心として、・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

資料1-1-1-A

（出典 小平大学学則）
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資料について
（ “認証／選択”評価共通）
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必要最小限の添付資料
○添付資料は、一覧表を付けて見易い形に整理し、バインダー

１冊にまとめて下さい。

○大部の冊子については、自己評価書に記載している内容を

確認するのに必要な箇所のコピーを添付し、冊子本体は訪

問調査時に閲覧できる様にして下さい。

○シラバス、学生便覧、時間割等は各2部提出して下さい。尚、

これらが電子版やWeb上でのみ提供されている場合には、

印刷して提出する必要はありません。

○ウェブサイトを引用する場合には、原則として、コピーを添付

するか又は直接アクセスできる URL を明示して下さい。

16

提出前にチェック

○自己評価書の記述や引用したデータ、別添資料

の情報等について、提出前にもう一度、整合がと

れているかなどのチェックをお願いします。
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個別留意事項
－認証評価－

（資料３） 『大学機関別認証評価：自己評価実施要項』

別紙２（p.17～）

18

観点1-1-① 大学の目的

○「学部、学科又は課程（大学の教育研究上の基本組

織）等」ごとに定める。

○「学則等」とは：「学則、学部規則又は学科規則など

の適切な形式」（大学設置基準等の一部を改正する

省令等の施行について（通知）：平成19年7月31日）

【関係法令】 ***** 大学設置基準第2条 *****

大学は、学部、学科又は課程ごとに、人材の養成に関する目的その他の教育研究
上の目的を学則等に定めるものとする。
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観点1-1-② 大学院の目的

○「研究科、専攻（大学の教育研究上の基本組織）

等」ごとに定める。

【関係法令】 ***** 大学院設置基準第1条の2 *****

大学院は、研究科又は専攻ごとに、人材の養成に関する目的その他の教育研

究上の目的を学則等に定めるものとする。
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観点2-1-①、③ 学部・学科等

○どのような学部、学科（研究科、専攻）で構成されて

いるかについて分析。

●学部、学科（研究科、専攻）の「教員編成」について

は、基準３で分析。

●学部、学科（研究科、専攻）の「教育課程」について

は、基準５で分析。
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観点2-1-② 教養教育の体制

○この観点においては、教養教育の実施体制

について分析。

－ 全学共通教育委員会、全学出動態勢、

専門の部局、．．．．

●教養教育の具体的内容については、基準５

で分析。
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観点2-1-④ 専攻科・別科

○専攻科・別科を設置していない場合は、

“該当なし” と記載
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観点2-1-⑤ 附属施設等

○教育活動（大学院課程における研究指導を含む）を

直接担う附属施設、センター等について、その役割、

機能状況を“簡潔に” 記述・分析。

●教育課程の観点からの分析は、基準５において記

述。
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観点3-1-① 教員組織

○教員の所属（例：学部・学科）について記述・分析

（講座制、学科目制にこだわらない）。

○責任の所在については、学部長、学科長（学科主

任）など。

【関係法令】 *****大学設置基準第7条（教員組織）（平成19年度施行）*****

2 大学は、教育研究の実施に当たり、教員の適切な役割分担の下で、組織的な
連携体制を確保し、教育研究に係る責任の所在が明確になるように教員組織を
編制するものとする。
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観点3-1-② 教員数（学士課程）

○下記を踏まえ、専任でない教員の状況も含めて

記述・分析。

【関係法令】

*****大学設置基準第10条（授業科目の担当） （平成19年度施行）*****

1 大学は、教育上主要と認められる授業科目については、原則として専任の教授又は准教
授に、それ以外の授業科目についてはなるべく専任の教授、准教授、講師又は助教に担当
させるものとする。

*****大学設置基準第13条（専任教員数）／「別表」（平成19年度施行）*****

専任教員の数は、学部の種類及び規模並びに大学全体の収容定員に応じ定める教授、准
教授、講師又は助教の数を合計した数以上とする。

「授業を担当しない教員」は専任教員の数に含めない。

設置基準に定める専任教員数の半数以上は原則として教授とする。
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観点3-1-③ 教員数（大学院課程）

○専攻ごとの研究指導教員数及び研究指導補助教

員数を職位別に明記（『大学現況票』）。

○専門職学位課程においては、 「実務家教員」「みな

し専任教員」についても記述。

【関係法令等】
*****大学院設置基準第9条／「大学院に専攻ごとに置くものとする教員の数につ

いて定める件」*****

*****専門職大学院設置基準第5条／「専門職大学院に関し必要な事項について
定める件」*****
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観点3-1-④ 教員組織の活性化

○例えば、年齢のバランスへの配慮、性別のバランスへの配
慮（女性教員の採用に関する数値目標の設定、出産・育児
等と教育研究の両立を可能とする制度・体制の整備等）、外
国人教員の確保、公募制、任期制、テニュア制度（終身在職
権）、サバティカル制度（教員研究休暇制度（海外派遣制度
を含む。））や優秀教員評価制度の導入等が考えられるが、

○これらはあくまでも例示であり、大学の目的や規模・特色等
に照らして、教員の活動をより活性化するための適切な措
置が講じられているかを分析。

【関係法令】 ***** 大学設置基準第7条 *****

3. 大学は、教育研究水準の維持向上及び教育研究の活性化を図るため、教員の構成が
特定の範囲の年齢に著しく偏ることのないように配慮するものとする。
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観点3-2-① 教員の採用・昇格

○学士課程においては、教育上の指導能力の評価、

また、大学院課程においては、教育研究上の指導

能力の評価をどのように実施しているかを含めて

分析。

－例えば、抱負・計画書の提出、面接、模擬授業、．．．．

【関係法令等】 ***** 大学設置基準第14条（教授の資格） *****

教授となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当し、かつ、大学におけ
る教育を担当するにふさわしい教育上の能力を有すると認められる者とする。
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観点3-2-② 教員の業績評価

○いわゆる教員の“業績評価（一般的には「教育」、

「研究」、「管理運営」、「社会貢献」の４領域につい

て評価）”について分析。

●「“学生による授業評価” 及び、その“授業改善へ

の利用”」は観点8-1-②で分析。

－ “学生による授業評価結果”を教員の業績評価に

反映させることを妨げるものではない。
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観点3-3-① 教育支援者等

○教務関係や厚生補導等を担う事務職員、教育活

動の支援や補助等を行う技術職員、図書館職員等

の配置状況を分析。

○助手等の配置、ＴＡ等の教育補助者の配置状況及

び活用状況を分析。

●総務、経理等の事務職員はこの観点に含めず、基

準９において分析。

＊「大学現況票」別紙様式［提出必須］
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観点4-1-① 入学者受入方針

○入学者受け入れ方針では「求める学生像」及び「入

学者選抜の基本方針」の双方を示すことが必要。

32

観点4-1-④ 入学者選抜の検証・改善

○入学者選抜方法の検証、改善の具体的事例

について記述・分析。
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観点4-2-① 入学者数の適正化

○過去5年間の入学定員、志願者数、合格者数、入学者数等

を、学部・研究科別、課程別に記述して下さい（『平均入学

定員充足率計算表』）。募集単位別の状況が分かる資料を

添付して下さい。

○学部・研究科レベルで「1.3倍以上／ 0.7倍未満」は評価報告

書において「改善を要する点」として指摘。

－ 学科・専攻レベルにおいても、指摘する場合あり。

○上述の状況に該当する場合は、改善を図った具体的事例、

今後の改善計画を記述。

観点5-1-① 教育課程の編成・実施方針

○教育課程の編成・実施方針の策定に当たっ

ては、教育課程の体系化、単位の実質化、教

育方法の改善、成績評価の厳格化等につい

て留意。

34



観点5-1-③ 教育課程編成における配慮

○学生が社会的及び職業的自立を図るために必要

な能力を培うための配慮についても分析。

－ キャリア教育に関する“授業科目” を設けなさい
という意味ではない。

【関係法令等】 ***** 大学設置基準第42条の2（社会的及び職業的自立を図る
ために必要な能力培うための体制）（平成23年4月1日施行） *****

大学は、当該大学及び学部等の教育上の目的に応じ、学生が卒業後自らの
資質を向上させ、社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を、教育課程
の実施及び厚生補導を通じて培うことができるよう、大学内の組織間の有機的
な連携を図り、適切な体制を整えるものとする。
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観点5-2-② 単位の実質化

○学生の主体的な学習を促し、必要な学習時間を確

保する取組を分析。
← “学習時間の実質的な増加・確保”（ 『新たな未来を築くための大

学教育の質的転換に向けて～生涯学び続け、主体的に考える力を
育成する大学へ～』中央教育審議会答申､平成24年８月）

【関係法令等】
**** 大学設置基準第21条第2項（単位） *****

– 「1単位45時間の学修を標準／講義： 15時間を１単位」
**** 大学設置基準第22条（一年間の授業期間） *****

– 「１年間の授業期間： 35週を原則」
**** 大学設置基準第23条（各授業科目の授業期間） *****

- 「各授業は、10週又は15週。ただし、教育上必要があり、かつ、十分な教育効
果があげることができると認められる場合は、この限りでない。」（平成25年4月）

**** 大学設置基準第27条の2（履修科目の登録の上限） *****
36
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参考： 学期中の活動内容の国際比較

（中央教育審議会「学士課程の構築に向けて」（答申）資料2-13より）

参考：1日あたり何時間学習？
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○設置基準（ 『質的転換答申』より ）

– 卒業要件＝124単位、1単位＝45時間＝（授業１時間＋関
連する学習２時間）×15週（２学期制）

– 1学期で修得するべき単位＝124単位÷４年間÷２学期
≒16単位

– １学期の学習時間＝16単位×45時間＝720時間

– １日の学習時間＝720時間÷15週÷６日＝8.0時間／日

○実情

– 5.8時間弱／日＊ ～ 4.6時間／日＊＊

＊中央教育審議会『学士課程答申』資料2-13

＊＊中央教育審議会『質的転換答申』p.31～



＜参考＞単位の実質化に向けての取組
（第１サイクル）

『進化する大学機関別認証評価－第１サイクルの検証と第２サイクルにお

ける改善－ 』（大学機関別認証評価第１サイクル総括報告書）より

大学数
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観点5-2-③ シラバス

○シラバスが適切に作成されているかについて分析。

－ 授業名、担当教員名、講義目的、各回ごとの授業内容、成績
評価方法、成績評価基準、準備学習等についての具体的な指
示、教科書・参考文献、履修条件等。

○学生の活用（科目選択、準備学習に利用）状況を

分析。

【関係法令】

***** 大学設置基準第25条の２（平成20年度施行） *****

大学は、学生に対して、授業の方法及び内容並びに一年間の授業の計画

をあらかじめ明示するものとする。
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観点5-3-① 学位授与方針

○学位授与方針において、卒業（修了）生に身に付け

させるべき能力に関する大学の考えを示すことによ

り、受験者が大学を選択する際や、企業等が卒業

（修了）生を採用する際の参考となる。

【関係法令】 ～ 学位授与方針の公表

*****学校教育法施行規則第172条の２（平成23年４月１日施行）*****

２ 大学は、前項各号に掲げる事項のほか、教育上の目的に応じ学生が修得すべき
知識及び能力に関する情報を積極的に公表するよう努めるものとする。

観点5-3-③ 成績評価の厳格性

○旧観点5-3-② 「成績評価等の正確さを担保するための措置
が講じられているか」

新観点5-3-③ 「成績評価等の客観性、厳格性を担保するた
めの組織的な措置が講じられているか。」

○「安易に単位を与えていないでしょうね」という趣旨です！！
― 現行の大学制度では、個々の授業の成績評価を積み上げて、卒
業認定。厳格な成績評価は大学教育の質保証の原点。

【関係法令等】 ***** 大学設置基準第25条の２（平成20年度施行） *****

2 大学は、学修の成果に係る評価及び卒業の認定に当たつては、客観性及び
厳格性を確保するため、学生に対してその基準をあらかじめ明示するとともに、当
該基準にしたがつて適切に行うものとする。 42
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観点5-1-③、観点5-2-①など

○ 文部科学省「国公私立大学を通じた大学教育改革

の支援」事業等に採択された取組がある場合には

記述のこと。「採択された」という事実だけでなく、そ

の取組が教育にどの様に活かされているかを分析。

支援期間終了後の継続・発展の状況も記述。

○ 文部科学省「国公私立大学を通じた大学教育改革

の支援」事業等に採択された取組は、原則として、

「優れた点」として評価書に記載。

44

観点5-4-①～5-6-④
＜大学院課程＞

○学士課程と同様の観点で分析。
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観点5-6-④ 学位論文に係る評価基準
＜修士課程・博士課程＞

○「学位論文に係わる評価基準（特定課題研究の成

果も同様）」とは、“どのような内容・体裁の論文を可

とするか” を定めたもの。“学位論文に関わる審査

手順／学位論文提出の要件（査読付論文○報）”

ではないことに注意！

【関係法令等】 ***** 大学院設置基準第14条の２（平成19年度施行） *****

２ 大学院は、学修の成果及び学位論文に係る評価並びに修了の認定に当た
つては、客観性及び厳格性を確保するため、学生に対してその基準をあらかじめ
明示するとともに、当該基準にしたがつて適切に行うものとする。

基準６ 学習成果（全般）

○基本的な観点として、４つの観点を用意（第１サイク

ルと基本的には同じ）。

●この基準では、あくまで「学習成果の評価結果」を

中心に分析。
～ 評価法の工夫、評価結果を受けての改善・向上に
向けた取組については「観点８-1-①～③」において分
析。
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観点6-1-① 卒業（修了）状況等

○提出必須データ：

学部・研究科ごとの

・ “標準修業年限内卒業（修了）率”

・ “「標準修業年限×1.5」年内卒業（修了）率”

（過去5年分程度）

47

＜参考：学習成果の評価指標＞

（渋井進他、“学習成果に関わる標準指標の設定へ向けた検討：国立大学法人評価に
おける評価結果報告書の分析から”、大学評価・学位研究、第13号(2012)、pp.3-pp.18）

0 50 100 150 200

司法、公認会計士、公務員試験合格

TOEIC, TOEFL

共用試験（医学・歯学）成績

学生、卒業生、関係者へのアンケート

 JABEE

学会、学会誌への発表

大学院進学

卒業論文、卒業研究

成績・GPA制度

退学、休学

教育体制の整備

学生の受賞

（歯科）医師、薬剤師等、国家試験合格

資格取得

留年，進級

教員免許取得

単位修得

卒業、学位取得

学部数

直接効果ー間接測定 直接効果ー直接測定 体制整備 間接効果ー直接測定 間接効果ー間接測定
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＜参考：標準修了年限内卒業率と進学・就職率＞

（ 林 隆 之 、 ” 教 育 成 果 に 関 連 す る デ ー タ ・ 指 標 ”: 大 学 評 価 ・ 学 位 授 与 機 構 「 国 立 大
学 の 教 育 ・ 研 究 活 動 に 関 す る 定 量 的 デ ー タ ・ 指 標 に 関 す る 基 盤 的 調 査 」 、 2009
http://www.niad.ac.jp/ICSFiles/afieldfile/2009/06/15/shihyo2009.pdf）

観点6-1-② 学生の意見聴取
●旧観点６－１－③ 「授業評価等、学生の意見聴取の結果

から判断して、教育の成果や効果が上がっているか。」

新観点６－１－② 「学習の達成度や満足度に関する学生
からの意見聴取の結果等から判断して、学習成果が上がっ
ているか。」

－ 興味深い“達成度評価”の例

・達成度調査アンケート（東京大学教養学部：H21／基準6）

・学習ポートフォリオによる達成度評価（九州工業大学：H21／基準9)

・ＪＣＩＲＰ(大学ＩＲコンソーシアム：http://www.irnw.jp/)
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観点6-2-① 就職・進学状況

○提出必須データ：

学部・研究科ごとの

・ “進学率”

・ “就職率（就職者数／卒業（修了）者数）”

・ “就職希望者就職率（就職者数／就職希望

者数）”

（過去5年分程度）
51
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＜参考：標準修了年限内卒業率と進学・就職率＞
（再掲）

（ 林 隆 之 、 ” 教 育 成 果 に 関 連 す る デ ー タ ・ 指 標 ”: 大 学 評 価 ・ 学 位 授 与 機 構 「 国 立 大
学 の 教 育 ・ 研 究 活 動 に 関 す る 定 量 的 デ ー タ ・ 指 標 に 関 す る 基 盤 的 調 査 」 、 2009
http://www.niad.ac.jp/ICSFiles/afieldfile/2009/06/15/shihyo2009.pdf）



基準6-2-② 卒業（修了）生、就職先の意見

○大学が現在把握している根拠資料・データの中から、

間接的又は部分的であっても、状況が客観的に裏付

けられるものを示しつつ分析。

－ 興味深い“卒業（修了）生・企業等の意見聴取”の例

・電気通信大学（H21/基準9） 、北海道大学（H21/基準6）

・静岡文化芸術大学（H22/基準6）

53

基準7－1 施設・設備

○観点7-1-①では、施設・設備全般について分析。

－ ICT環境（例、情報センター等）、図書館については

簡潔に。

－ 耐震化、バリアフリー化、安全・防犯面について分析。

●ICT環境の詳細については観点7-1-②で分析。

●図書館の詳細については観点7-1-③で分析。
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基準7－2 学生支援

○観点7-2-②では “学習支援”について分析。

○観点7-2-⑤では “生活支援（含：就職支援）”につ
いて分析。

【関係法令】 ***** 大学設置基準第42条の2（社会的及び職業的自立を図るため
に必要な能力を培うための体制）（平成23年4月1日施行） *****

大学は、当該大学及び学部等の教育上の目的に応じ、学生が卒業後自らの資
質を向上させ、社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を、教育課程の実
施及び厚生補導を通じて培うことができるよう、大学内組織間の有機的な連携を
図り、適切な体制を整えるものとする。

○観点7-2-⑥では “経済面の援助”について分析。
55

観点8-1-① 教育の内部質保証システム

○旧観点9-1-①：「教育の状況について、活動の実態を示す
データや資料を適切に収集し、蓄積しているか。」

新観点8-1-①：「教育の取組状況や教育による学習成果に
ついて自己点検・評価し、教育の質を保証すると共に、教育
の質の改善・向上を図るための体制が整備され、機能してい
るか。」

●基準８の他の観点は、第１サイクルの基準９の観点と同じ。

（データや資料を収集・蓄積するのみでなく、
分析、更に、改善・向上に結びつけるため
の体制の整備と機能）

56



●大学教育において保証されるべき質の対象としては、学
生、教育課程の内容・水準、教職員、教育・研究環境の
整備状況、管理運営方式など様々なものがありますが、
最終的に保証されるべきは、大学によって授与される「学
位」の質*であり、その保証については、第一義的には、
それぞれの大学が責任を持つべきものと考えられます。

＊学びの内容と水準
（中央教育審議会大学分科会『中長期的な大学教育のあり方に関す
る第一次報告』（平成21年6月）)

●それぞれの大学は、教育の取組状況や、大学の教育を
通じて学生が身に付けた学習成果について継続的に点
検・評価し、教育の質の改善・向上を図るための体制が
整備され、機能していることが必要です。

＜参考：基準８ 教育の内部質保証システム＞

資料12：『Q&A』Q51
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●大学教育において保証されるべき質の対象としては、学生、教

育課程の内容・水準、教職員、教育・研究環境の整備状況、管
理運営方式など様々なものがありますが、最終的に保証される
べきは、大学によって授与される「学位」の質*であり、その保
証については、第一義的には、それぞれの大学が責任を持つべ
きものと考えられます。

＊学びの内容と水準

（中央教育審議会大学分科会『中長期的な大学教育のあり方に関する第一次

報告』（平成21年6月）)

～機構の実施する認証評価の大学評価基準においては「学生（基準４）、
教育課程の内容・水準（基準５）、教職員（基準３（＋２））、教育・研究
環境の整備（基準７）、管理運営方式（基準９）、授与される学位（基
準６）」について自己点検・評価を求めている → 大学評価基準に
沿って適切に自己点検・評価が出来ていれば、内部質保証の機能
的要件は満たされている。

＜参考：基準８ 教育の内部質保証システム＞

『Q&A』Q51：補足
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●それぞれの大学は、教育の取組状況や、大学
の教育を通じて学生が身に付けた学習成果につ
いて継続的に点検・評価し、教育の質の改善・向
上を図るための体制が整備され、機能しているこ
とが必要です。

～ （認証評価に向けての）『自己評価』の実施体制につい
て分析。

～ただし、その体制が“認証評価対応（対策？）”としてでは
なく、恒常的に機能していることが必要。

※ 参照情報：『教育の内部質保証システム構築に関する
ガイドライン』（資料10）

＜参考：基準８ 教育の内部質保証システム＞

『Q&A』Q51：補足

59
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観点8-1-② 学生による授業評価等

○「学生による授業評価（アンケート）」は、主として、こ

の観点で分析。

○教職員からの意見聴取についても分析。
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観点9-3-② 外部者による評価

○以下の外部者による評価について記述・分析。

－ 第３者評価： 大学機関別認証評価（第１サイクル）、

専門職大学院認証評価、国立大学法人評価、地方独

立行政法人評価、JABEE、 ．．．．

－ 外部評価： 大学の依頼による外部者による評価（教育

プログラム別評価、研究評価） ．．．．

62

観点9-3-③ 評価結果のフィードバック

○以前に大学機関別認証評価を受けた際に「改善を

要する点」の指摘を受けている場合、又は、「設

置計画履行状況等調査（アフターケア）で留意事

項」が付されている場合は、改善に向けた取組や

改善状況について記述・分析。



＜基準１０ 教育情報等の公表＞

●新設／３つの観点

●法令等により公表が義務づけられている情報

(1) 教育についての基本情報（学校教育法施行規則第
172条の2 （平成23年４月１日施行） ）

(2) 自己点検・評価の結果(学校教育法第109条第1項）

(3) 財務諸表等の情報（各大学を設置する法人に適用さ
れる関係法令 （『Q&A：66』参照））

（学校教育法第113条については、 『Q&A：65』参照）
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*****学校教育法施行規則第172条の２

（平成23年４月１日施行）*****

大学は、次に掲げる教育研究活動等の状況についての情報を公
表するものとする。

一 大学の教育研究上の目的に関すること

二 教育研究上の基本組織に関すること

三 教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績
に関すること

四 入学者に関する受入方針及び入学者の数、収容定員及び
在学する学生の数、卒業又は修了した者の数並びに進学者数
及び就職者数その他進学及び就職等の状況に関すること

五 授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画
に関すること

観点10-1-①

観点10-1-②
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*****学校教育法施行規則第172条の２

（平成23年４月１日施行）：続*****

六 学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たつ
ての基準に関すること

七 校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環
境に関すること

八 授業料、入学料その他の大学が徴収する費用に関すること

九 大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係
る支援に関すること

２ 大学は、前項各号に掲げる事項のほか、教育上の目的に応じ
学生が修得すべき知識及び能力に関する情報を積極的に公
表するよう努めるものとする。 観点10-1-②

66

個別留意事項
－選択評価－

（資料８） 『大学機関別選択評価：自己評価実施要項』

別紙2
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“認証評価” と“選択評価”

平成19年「学校教育法」改正：第83条2項「．．．．その成果を広く社会に提

供することにより、社会の発展に寄与」

社会貢献
（狭義）

選択Ｂ（地域貢献）

研究

社会貢献
（広義）

教育

認証評価

選択Ａ

選択C（教育の国際化）

選択評価事項A
－ 研究活動の状況 －

（資料８） 『大学機関別選択評価：自己評価実施要項』

別紙2（p.17～）
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観点群 A-1-①～③

○大学全体について分析。

－ 観点A-1-①： 研究の実施体制及び支援・推
進体制

－ 観点A-1-②： 研究活動に関する施策

－ 観点A-1-③： 研究活動に関する検証・改善
の取組

69

A-2-① 研究の活発さ（量）

○部局別の記述をした上で、大学全体としての

総括を記述。

○必須データ： 研究出版物数、研究発表数、そ

の他の成果物の公表件数、科学研究費補助

金の申請件数（過去5年分程度）
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A-2-② 研究の質

○部局別の記述をした上で、大学全体としての

総括を記述。

○必須データ： 受賞件数、特許等の取得件数、

科学研究費補助金の獲得件数・金額（過去5年

分程度）
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A-2-③ 社会・経済・文化の発展
への寄与（社会貢献）

○部局別の記述をした上で、大学全体としての

総括を記述。
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選択評価事項B
－ 地域貢献活動の状況 －

（資料８） 『大学機関別選択評価：自己評価実施要項』

別紙2（p.21～）
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●地域貢献活動の例

－ 正規課程の学生以外への教育サービス・学習機会の
提供

－ 産業界との協力による地域産業の振興への寄与

－ 国・地方公共団体・民間団体との連携による地域社会
づくりへの参画

●「地域」の範囲は、特に、限定しない。

－ 大学の目的や状況に応じて適宜判断



観点群 B-1-①～④

○各観点において“ＰＤＣＡ”の順に記述・分析。
－ 観点B-1-①“Ｐ”： 計画

－ 観点B-1-②“Ｄ”： 実施

－ 観点B-1-③“Ｃ”： 検証

－ 観点B-1-④“Ａ”： 改善の取組

○“Ｐ”「計画」と“Ｄ”「実施」とを明確に区別することが求められて
いる。

○観点B-1-② 提出必須データ：各活動の実施状況が確認でき
る資料（公開講座等の開催回数・参加者数、図書館の利用者数、企業と
の共同により開発された製品数、参画した審議回数・委員数等）

（過去５年分程度）
75

選択評価事項C
－ 教育の国際化の状況 －

（資料８） 『大学機関別選択評価：自己評価実施要項』

別紙2（p.23～）
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77

○教育の国際化に向けた活動を、「国際的な教育環境の構築」、

「外国人学生の受入」、「国内学生の海外派遣」の３つの視点

から分析。

○教育の国際化に向けた活動例

「国際的な教育環境の構築」

－ 国際化に対応可能な組織体制の整備、教育内容・方法の国際化 等

「外国人学生の受入」

－ 外国人学生の受入実績、教育課程編成・実施上の工夫 等

「国内学生の海外派遣」

－ 国内学生の派遣実績、教育課程編成・実施上の工夫 等

観点群 C-1-①～④

○各観点において“ＰＤＣＡ”の順に記述・分析。

－ 観点C-1-①“Ｐ”： 計画

－ 観点C-1-②“Ｄ”： 実施

－ 観点C-1-③“Ｃ”： 検証

－ 観点C-1-④“Ａ”： 改善の取組

○自己評価書の作成に当たっては、「国際的な教育環境の構築」、
「外国人学生の受入」、「国内学生の海外派遣」の各項目の流
れがわかるように記載。
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観点群 C-1-①～④（続）

○観点C-1-② 提出必須データ：

・外国人学生の受入の実施状況が確認できる資料

「外国人学生受入実績票」

・国内学生の海外派遣の実施状況が確認できる資料

「国内学生海外派遣実績票」

○観点C-1-③ 提出必須データ：

・卒業（修了）の状況、単位修得・受講状況等が確認できる

資料（過去３年分程度）

○観点C-1-④ 提出必須データ：

・大学機関別認証評価の自己評価書・評価報告書（直近

のもの）※提出部数は別途指示。 79

80

選択評価事項における“評価”
（資料９）『大学機関別選択評価 評価実施手引書』

●目的の達成状況を中心に4段階で評価。
極めて良好である（S）

良好である（A）

おおむね良好である（B）

不十分である（C）

●選択評価事項Ｃにおいては、目的の達成状況の評価に加
え、「国際的な教育環境の構築」、「外国人学生の受
入」、「国内学生の海外派遣」の各項目の水準を4段階
で評価。

一般的な水準を卓越している（S）

一般的な水準を上回っている（A）

一般的な水準にある（B）

一般的な水準を下回っている（C）



81

選択評価事項Ｃ「教育の国際化の状況」
における水準評価

○選択評価事項Ｃ「教育の国際化の状況」におけ

る水準判定は、『選択評価事項Ｃ 水準判定の

ガイドライン（案）』（資料11） に基づいて実

施する。

○「一般的な水準にある」とは、日本の大学の平

均的な取組状況をいい、ガイドラインの別紙

『教育の国際化に向けた取組の実施状況一覧』

に示す。
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選択評価事項Ｃ「教育の国際化の状況」
における水準評価（続）

○外国人学生の受入：「一般的な水準にある」
• 受入実績が概ね50～150人、又は、在籍者数の２～４％

程度。ただし、学習成果が上がっていること。
• また、概ね下記の取組を実施し、相応の成果を上げてい

る。
・・・・・・（略）・・・・・・・

○国内学生の海外派遣：「一般的な水準にある」
• 海外派遣実績が概ね15～50人、又は、在籍者数の0.5～

1.5％程度。ただし、学習成果が上がっていること。
• また、概ね下記の取組を実施し、相応の成果を上げてい

る。
・・・・・・(略）・・・・・・・



83

認証評価／選択評価は

大学と

大学評価・学位授与機構との

信頼関係に基づく協同作業

ご不明な点は

ご遠慮無くお問い合わせください！




